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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第27期

第３四半期
連結累計期間

第28期
第３四半期
連結累計期間

第27期

会計期間
自　2019年11月１日
至　2020年７月31日

自　2020年11月１日
至　2021年７月31日

自　2019年11月１日
至　2020年10月31日

売上高 (千円) 25,151,002 26,993,507 33,984,307

経常利益 (千円) 1,020,680 1,235,035 1,107,968

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 643,949 690,063 704,641

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 593,465 690,488 983,586

純資産額 (千円) 4,684,358 5,550,486 5,074,347

総資産額 (千円) 36,177,835 36,309,428 36,196,145

１株当たり四半期
（当期）純利益

(円) 47.49 51.28 52.07

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 12.9 15.3 14.0
 

 

回次
第27期

第３四半期
連結会計期間

第28期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年５月１日
至　2020年７月31日

自　2021年５月１日
至　2021年７月31日

１株当たり四半期
純利益

(円) 19.53 16.21
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

     ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

     ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４　第１四半期連結会計期間より少額減価償却資産の会計処理を変更したため、前第３四半期連結累計期間、
前第３四半期連結会計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計方針の変更
を反映した遡及修正後の指標等を表示しております。詳細は『第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸
表　［注記事項］（会計方針の変更等）』をご参照ください。

５　2021年５月１日付けで普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行いましたが、第27期の期首に当該株

式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

なお、主要な関係会社についての異動は次のとおりです。

当社は、第１四半期連結会計期間において、非連結子会社でありましたＤＵ　ＡＮ　ＣＡＲＥ２１ ＶＩＥＴＮＡ

Ｍの重要性が増したことにより、連結の範囲に含めております。

また、当社は、当第３四半期連結会計期間において、合同会社ヘルスケアＩＰに出資したことにより、同社を持

分法適用の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

また、新型コロナウイルス感染症による事業への影響につきましては、現時点では限定的ではありますが、引き

続き注視を続けてまいります。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、第１四半期連結会計期間より会計方針を変更しております。詳細は『第４　経理の状況　１　四半期連結財

務諸表　[注記事項]（会計方針の変更等）』をご参照ください。前年同期及び前期末との比較については、遡及適用

後の数値で比較分析を行っております。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の度重なる感染拡大を受け、多く

の自治体に対して、緊急事態宣言、まん延防止等重点措置が断続的に実施されたことにより、行動制限を課された

中での社会、経済活動を余儀なくされることとなりました。加えて、５月以降医療従事者以外に対しても新型コロ

ナワクチン接種が開始されたものの、ワクチン接種が充分に行き渡らない段階で、全世界で猛威を振るう変異ウイ

ルスデルタ株の感染急拡大に見舞われたことにより、社会、経済活動への制約が強化される方向にあることから、

他の先進諸国と比べ景気回復に力強さを欠くこととなりました。

海外においては、政府による追加経済支援策や世界的な金融緩和継続への期待感からニューヨーク市場における

株価指数の史上最高値更新など景気回復期待が高まっていることに加えて、新型コロナワクチン接種が先行する国

では行動制限が緩和されるなど、徐々にかつての日常を取り戻しつつあります。その一方で、変異ウイルスによる

感染再拡大や米国の景気回復期待を背景とする長期金利上昇などの懸念に加えて、中東や東南アジアにおいて政情

不安が高まりを見せるなど下振れリスクも内包しております。

一方、景気の先行きにつきましては、感染の世界的大流行により引き起こされた行動変容による生産性の向上や

新型コロナワクチン接種による感染状況の改善が期待されております。しかしながら、国民の大半が２回接種を完

了した国でブースター接種が検討される一方、大半が未接種者の国が存在するなど、ワクチン供給の偏りが一層深

刻化していることから、パンデミックの終息になお長期間を要するとともに各国内、各国間双方において経済格差

の更なる拡大が懸念されるところであります。その他、米中間の緊張関係先鋭化を始めとする様々なリスクに晒さ

れており、予断を許さない状況の継続が予想されます。

介護業界におきましては、高齢化率が年々上昇し、介護サービスの需要が益々高まりつつありますが、介護従事

者については、有効求人倍率が高い数値で推移しており、人財の確保が経営上の最重要課題となっております。そ

の対応策の一つとして、2019年10月には消費増税による負担増の緩和のため、基本報酬が増額改定されるととも

に、介護職員特定処遇改善加算が制定されました。また、2021年４月に介護報酬が改定され、基本報酬の増額や新

型コロナウイルス対応のための時限的報酬増額など事業者に有利な改定がなされる一方、介護事業者に新たな取り

組みが課されるなど負担増となる内容も含まれております。

このような状況の下、当社グループは、ご利用者に品質の高いサービスを提供するため、介護職員の処遇改善お

よび研修体制の充実に努めるとともに、独自に創設した「誰伸び人事制度」の更なる進化に加え、社内求職者紹介

制度の積極的な活用、更には、あらゆる世代の従業員が生きがいを持って働き続けられるための定年制度撤廃や全

パートタイマーの有期から無期雇用契約への変更等、従業員が働きやすい環境を整備することによって雇用の安定

に努めております。
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また、上述の介護職員特定処遇改善加算については、事業所のリーダー層およびリーダー候補層の処遇改善を重

視した還元策を導入・実施し、これら中核層の従業員の満足度向上にも努めております。2021年度の介護報酬改定

については、内容の精査に努め、コストと報酬のバランスを見極めた上で、加算報酬の算定に向けた取り組みを進

めております。

１度目の緊急事態宣言下においては、多くの業界で営業自粛が求められる中、介護業界に関してはご利用者やご

家族が健やかな生活を送る上で必要不可欠なサービスであることから、政府、自治体から事業継続要請がなされま

した。

当社グループにおきましては、福祉サービスがご利用者の生活に必要不可欠なサービスであると改めて強く認識

するとともに、特に介護の現場においては高齢のご利用者と直に触れ合うことを前提に、新しい生活様式の趣旨を

勘案し、感染リスク、感染拡大リスクを可能な限り抑制するため感染症対策を徹底しつつ、ご利用者に寄り添った

介護を継続できるよう最善を尽くしてまいりました。

なお、当第３四半期連結累計期間において、介護サービス事業者への感染症対策に関する交付金が支給されまし

た。当該交付金を活用し購入した備品等１億47百万円を販売費及び一般管理費に計上し、営業利益に影響を与えて

おりますが、支給された交付金を営業外収益に計上していることから、経常利益に影響はございません。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は269億93百万円（前年同期比7.3％増）、営業利益10億70百

万円（同4.3％減）、経常利益12億35百万円（同21.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は６億90百万円

（同7.2％増）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、セグメント別の各金額は、セグメント間取引等相殺消去前

の金額によっております。

①在宅系介護事業

当事業におきましては、当第３四半期連結累計期間において、大阪府に１拠点、東京都に３拠点、愛知県に２

拠点、兵庫県に１拠点、京都府に１拠点、千葉県に１拠点、福岡県に１拠点の計10拠点を出店いたしました。出

店に際しては緻密なマーケティングと十分な人財育成をベースに推し進め、早期黒字化を図るとともに、介護職

の処遇改善に努めてまいりました。その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は91億20百万円（前年同期比

7.2％増）、セグメント利益は14億17百万円（同28.8％増）となりました。

②施設系介護事業

当事業におきましては、当第３四半期連結累計期間において、大阪府に１施設、兵庫県に１施設、広島県に１

施設の計３施設をオープンいたしました。また、緊急事態宣言、まん延防止等重点措置等の影響により、営業活

動への制約や入居時期の先送りが見られるとともに、感染対策経費が増大したことから、当事業のセグメント利

益を押し下げることとなりました。その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は139億76百万円（前年同期比

3.0％増）、セグメント利益は６億46百万円（同15.0％減）となりました。今後も引き続き入居者獲得に注力し、

収益改善に取組んでまいります。

③その他

その他の事業におきましては、ご利用者の安心・安全・利便・生きがいを提供するため、介護人財の教育事業

にて３拠点、障がい者(児)通所支援サービスにて２拠点、ダイニング事業にて４拠点、保育事業にて３拠点、新

規事業である学童事業にて１拠点の計13拠点を出店するなど積極的な営業展開を図り、売上伸長に注力いたしま

した。また、当第３四半期連結累計期間において、東京都および大阪府において開設いたしました認可保育所に

対して自治体から支給が決定された補助金を営業外収益に計上しております。その結果、当第３四半期連結累計

期間の売上高は58億85百万円（前年同期比21.5％増）、セグメント利益は５億88百万円（同66.3％増）となりま

した。
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財政状態は、次のとおりであります。

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べ10百万円減少し、96億16百万円となりま

した。これは主として、売掛金の増加２億14百万円、その他の流動資産の増加57百万円、及び現金及び預金の減

少２億90百万円によるものであります。固定資産は前連結会計年度末に比べ１億24万円増加し、266億92百万円と

なりました。これは主として、無形固定資産の増加１億20百万円、その他の有形固定資産の増加７億88百万円、

及びリース資産の減少８億33百万円によるものであります。この結果、資産合計は前連結会計年度末に比べ１億

13百万円増加し、363億９百万円となりました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の流動負債は、前連結会計年度末に比べ88百万円増加し、88億59百万円となりま

した。これは主として、１年内返済予定の長期借入金の増加２億17百万円及び賞与引当金の減少１億15百万円に

よるものであります。固定負債は、前連結会計年度末に比べ４億51百万円減少し、218億99百万円となりました。

これは主として、資産除去債務の増加73百万円、その他の固定負債の増加１億67百万円、及びリース債務の減少

７億57百万円によるものであります。この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ３億62百万円減少し、307億

58百万円となりました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ４億76百万円増加し、55億50百万円と

なりました。これは主として、親会社株主に帰属する四半期純利益を６億90百万円計上する一方、配当金を２億

24百万円支払ったことによる利益剰余金の増加４億65百万円等によるものであります。

 

(2) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

 
(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,176,000

計 52,176,000
 

 
 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年９月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,844,000 14,844,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）
単元株式数　　100株

計 14,844,000 14,844,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年５月１日（注） 9,896,000 14,844,000 ― 100,000 ― 463,365
 

（注）株式分割（１：３）によるものであります。
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(5) 【大株主の状況】

　　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 
(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、東京証券取引所が設定した市場再編判定のための基準日（2021年６月30日）に基づく株

主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   2021年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 1,382,500
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 13,459,100
 

134,591 ―

単元未満株式 普通株式 2,400
 

― ―

発行済株式総数 14,844,000 ― ―

総株主の議決権 ― 134,591 ―
 

　（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が89株含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2021年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ケア２１

大阪府大阪市北区堂島
2-2-2

1,382,500 ― 1,382,500 9.31

計 ― 1,382,500 ― 1,382,500 9.31
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年５月１日から2021年

７月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2020年11月１日から2021年７月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、ＰｗＣ京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2020年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年７月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,935,538 2,645,076

  売掛金 4,745,702 4,960,225

  商品 21,990 22,647

  原材料及び貯蔵品 20,001 23,381

  その他 1,918,357 1,975,865

  貸倒引当金 △14,312 △10,683

  流動資産合計 9,627,277 9,616,513

 固定資産   

  有形固定資産   

   リース資産（純額） 17,713,030 16,879,702

   その他（純額） 1,945,436 2,733,714

   有形固定資産合計 19,658,467 19,613,417

  無形固定資産 212,638 333,368

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,687,415 3,717,550

   差入保証金 2,527,599 2,493,207

   その他 482,747 536,661

   貸倒引当金 ― △1,290

   投資その他の資産合計 6,697,762 6,746,129

  固定資産合計 26,568,868 26,692,915

 資産合計 36,196,145 36,309,428

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 155,736 160,529

  短期借入金 550,030 550,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,351,530 1,568,796

  未払金 2,560,795 2,646,682

  未払法人税等 245,743 171,828

  賞与引当金 913,111 797,252

  リース債務 982,134 1,005,667

  その他 2,011,639 1,958,872

  流動負債合計 8,770,721 8,859,628

 固定負債   

  長期借入金 2,742,342 2,806,801

  リース債務 18,447,787 17,690,179

  資産除去債務 346,925 420,466

  その他 814,020 981,866

  固定負債合計 22,351,076 21,899,314

 負債合計 31,121,797 30,758,942
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2020年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年７月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 100,000 100,000

  資本剰余金 1,000,901 1,006,714

  利益剰余金 2,274,816 2,740,629

  自己株式 △520,447 △514,561

  株主資本合計 2,855,270 3,332,783

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,209,496 2,205,896

  為替換算調整勘定 1,282 3,852

  その他の包括利益累計額合計 2,210,778 2,209,749

 非支配株主持分 8,298 7,953

 純資産合計 5,074,347 5,550,486

負債純資産合計 36,196,145 36,309,428
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2019年11月１日
　至 2020年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年11月１日
　至 2021年７月31日)

売上高 25,151,002 26,993,507

売上原価 19,489,347 20,613,459

売上総利益 5,661,654 6,380,047

販売費及び一般管理費 4,543,978 5,310,039

営業利益 1,117,675 1,070,008

営業外収益   

 受取利息 12,280 11,488

 受取配当金 9,404 10,462

 補助金収入 394,330 664,736

 持分法による投資利益 1,419 ―

 その他 27,211 39,381

 営業外収益合計 444,645 726,069

営業外費用   

 支払利息 531,107 500,047

 為替差損 1,597 16

 持分法による投資損失 ― 14,365

 その他 8,935 46,613

 営業外費用合計 541,640 561,042

経常利益 1,020,680 1,235,035

特別利益   

 子会社株式売却益 34,303 ―

 負ののれん発生益 994 ―

 特別利益合計 35,297 ―

特別損失   

 固定資産除却損 1,855 691

 減損損失 11,266 ―

 特別損失合計 13,121 691

税金等調整前四半期純利益 1,042,856 1,234,343

法人税等 402,554 542,825

四半期純利益 640,302 691,517

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△3,647 1,454

親会社株主に帰属する四半期純利益 643,949 690,063
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2019年11月１日
　至 2020年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年11月１日
　至 2021年７月31日)

四半期純利益 640,302 691,517

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △46,796 △3,599

 為替換算調整勘定 △40 2,570

 その他の包括利益合計 △46,836 △1,029

四半期包括利益 593,465 690,488

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 597,112 689,034

 非支配株主に係る四半期包括利益 △3,647 1,454
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年11月１日　至　2021年７月31日）

 (1)連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間において、当社は、ＤＵ　ＡＮ　ＣＡＲＥ２１ ＶＩＥＴＮＡＭを設立し100％出資し

たため、連結の範囲に含めております。

 (2)持分法適用の範囲の重要な変更

当社は、当第３四半期連結会計期間において、合同会社ヘルスケアＩＰに出資したことにより、同社を持分法

適用の範囲に含めております。

 (3)変更後の連結子会社の数

12社

 (4)変更後の持分法適用会社の数

２社
 

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年11月１日　至　2021年７月31日）

（少額減価償却資産の会計処理の変更）

従来、取得原価10万円以上20万円未満の少額減価償却資産につきましては、期間３年で月割償却をしておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より、取得時に全額費用処理する方法に変更しております。

この変更は、固定資産の使用状況および設備投資の状況等を勘案し、事務処理の効率化と財務体質の健全化を目

的として実施したものであります。

当該会計方針の変更は遡及適用され、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、遡及適用後の

四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度

の連結貸借対照表は、工具、器具及び備品が69百万円、繰延税金負債が23百万円、利益剰余金が45百万円それぞれ

減少しております。また、前第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益および親

会社株主に帰属する四半期純利益に与える影響額は軽微であります。

なお、セグメント情報及び１株当たり情報に与える影響は、当該箇所にそれぞれ記載しております。
 

 

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染拡大に伴う会計上の見積りについて)

前連結会計年度の有価証券報告書『第５　経理の状況　１　連結財務諸表等［注記事項］（追加情報）（新型コ

ロナウイルス感染拡大に伴う会計上の見積りについて)』に記載した新型コロナウイルス感染症の事業への影響や収

束時期等を含む仮定に重要な変更はありません。
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(譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分)

当社は、2021年２月22日開催の取締役会において決議いたしました譲渡制限付株式としての自己株式の処分につい

て、2021年３月15日に払込手続きが完了いたしました。

 
Ⅰ．当社取締役に対する特定譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分

１．処分の概要

（1）払込期日 2021年３月15日

（2）処分する株式の種類及び総数 当社普通株式5,000株

（3）処分価額 1株につき2,340円

（4）処分総額 11,700,000円

（5）割当予定先 取締役（社外取締役を除く。）　３名　5,000株
 

２．処分の目的及び理由

当社は、2018年12月７日の取締役会で取締役（社外取締役を除きます。）（以下、「対象取締役」といいま

す。）の報酬と株式価値との連動性をより一層強めることにより、対象取締役に当社の企業価値の持続的な向上

を図るインセンティブを与えるとともに、対象取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的とし

て導入致しました譲渡制限付株式報酬制度に基づき、2021年２月22日開催の取締役会において、本自己株式処分

を決議いたしました。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む）及びのれん償却額は、次のとおり

であります。

 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

 （自　2019年11月１日 （自　2020年11月１日

 至　2020年７月31日） 至　2021年７月31日）
 

　減価償却費 1,019,172千円 1,027,083千円

　のれん償却額 8,663千円 12,523千円
 

 
(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自　2019年11月１日　至　2020年７月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年1月30日
定時株主総会

普通株式 146,089 32 2019年10月31日 2020年１月31日 利益剰余金
 

（注）2021年５月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。１株当たり配当額は、当該株

式分割前の金額を記載しています。

 
(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

　当社は、2020年１月21日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式の取得を決議し実施した結果、普通株式81,500株、125,066千円を取得いたしま

した。

 
当第３四半期連結累計期間（自　2020年11月１日　至　2021年７月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年1月28日
定時株主総会

普通株式 156,934 35 2020年10月31日 2021年１月29日 利益剰余金

2021年６月４日
取締役会

普通株式 67,316 15 2021年４月30日 2021年７月14日 利益剰余金
 

（注）2021年５月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。１株当たり配当額は、当該株

式分割前の金額を記載しています。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2019年11月１日 至 2020年７月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損

益計算書

計上額

（注）３

在宅系

介護事業

施設系

介護事業
計

売上高        
  外部顧客への

売上高
8,507,823 13,567,950 22,075,773 3,075,228 25,151,002 ― 25,151,002

 セグメント間の

内部売上高

 又は振替高

― ― ― 1,767,336 1,767,336 △1,767,336 ―

計 8,507,823 13,567,950 22,075,773 4,842,564 26,918,338 △1,767,336 25,151,002

セグメント利益 1,100,857 760,903 1,861,760 353,578 2,215,338 △1,194,657 1,020,680
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、福祉用具の貸与・販売、住宅改

修、訪問看護サービス、医療サポート事業、軽作業請負、介護人財の教育事業、介護人財の紹介・派遣事業、

ダイニング事業、障がい児通所支援、就労継続支援Ａ型事業、保育事業、就労移行支援事業、不動産事業、ソ

フトウエア開発事業、薬局に対するコンサルティング事業等の各事業を含んでおります。

　　 ２．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　　 ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

当第３四半期連結累計期間において、今後の開発が見込めなくなったソフトウエアに関するソフトウエア仮勘

定11,266千円を減損処理し、減損損失11,266千円を特別損失に計上しております。なお、当該減損損失は、報告

セグメントに帰属しない全社資産に係る減損損失であります。

 
（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 
（重要な負ののれんの発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2020年11月１日 至 2021年７月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結損

益計算書

計上額

（注）３

在宅系

介護事業

施設系

介護事業
計

売上高        
  外部顧客への

売上高
9,120,698 13,976,664 23,097,363 3,896,143 26,993,507 ― 26,993,507

 セグメント間の

内部売上高

 又は振替高

― ― ― 1,989,319 1,989,319 △1,989,319 ―

計 9,120,698 13,976,664 23,097,363 5,885,463 28,982,827 △1,989,319 26,993,507

セグメント利益 1,417,736 646,433 2,064,170 588,009 2,652,179 △1,417,144 1,235,035
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、福祉用具の貸与・販売、住宅改

修、訪問看護サービス、医療サポート事業、軽作業請負、介護人財の教育事業、介護人財の紹介・派遣事業、

ダイニング事業、障がい児通所支援、就労継続支援Ａ型事業、保育事業、不動産事業、ソフトウエア開発事

業、薬局に対するコンサルティング事業等の各事業を含んでおります。

　　 ２．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　　 ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

（少額減価償却資産の会計処理の変更）

第１四半期連結会計期間より少額減価償却資産の会計処理を変更しております。当該会計方針の変更は遡及適

用され、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、遡及適用後の数値を表示しております。な

お、当該変更による前第３四半期連結累計期間のセグメント情報への影響は軽微であります。詳細は『第４　経

理の状況　１　四半期連結財務諸表　［注記事項］（会計方針の変更等）』をご参照ください。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 
（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 
（重要な負ののれんの発生益）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2019年11月１日
至 2020年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年11月１日
至 2021年７月31日)

１株当たり四半期純利益 47円49銭 51円28銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 643,949 690,063

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

643,949 690,063

普通株式の期中平均株式数(株) 13,560,219 13,456,543
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２．『第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　［注記事項］（会計方針の変更等）』に記載のとお

り、第１四半期連結会計期間より少額減価償却資産の会計処理を変更しております。当該会計方針の

変更は遡及適用されるものの、前第３四半期連結累計期間の「親会社株主に帰属する四半期純利

益」、「普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益」及び「１株当たり四半期純利益」に与

える影響は軽微であります。

３．当社は、2021年５月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っておりますが、前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

当社は、2021年６月４日の取締役会において、当期中間配当に関して、次のとおり決議いたしました。

配当金の総額 67,316千円

１株当たりの金額 15円

支払請求の効力発生日及び支払開始日 2021年７月14日
 

（注）１．2021年４月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対して、支払いを行いました。

２．当社は、2021年５月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。上記１株当

たりの金額については、当該株式分割前の金額を記載しております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年９月１３日

株　式　会　社　ケ　ア　２　１

取　締　役　会　御　中

Ｐ ｗ Ｃ 京 都 監 査 法 人
 京都事務所

 

 指定社員
業務執行社員

公認会計士 高　　田　　佳　　和 印

   

 指定社員
業務執行社員

公認会計士 野　　村　　尊　　博 印

   

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケア２

１の2020年１１月１日から2021年１０月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年５月１日から

2021年７月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年１１月１日から2021年７月３１日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ケア２１及び連結子会社の2021年７月３１日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・  　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・  　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・  　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以　　上
 
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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